
主 催 公益社団法人 ロ ン グ ラ イ フ ビ ル 推 進 協会

一般財団法人 日本建築設備・昇降機センター

後 援 国土交通省 

 

建築物の性能や資産価値を維持・向上させるためには、建築基準法第 8 条の建築物を常時適法

な状態に維持するという要請にとどまらず、経年劣化、社会経済環境の変化、関係技術の進展等に

対応して実施する建築物の機能の向上のための改修の実施等、運用の最適化を図るために適切に保

全を行うことが欠かせません。 

建築設備診断は、定期的な実施の他、保守を通した不具合等の発生や法的の定期調査・定期検査

の結果に基づき実施し、建築設備の機能・性能に関する情報を収集する節目のプロセスであり、修

繕・更新・改修の計画の起点として、保全の要となるものです。 

「建築設備診断技術者」は、このような目的に対応して、建築設備（昇降機を除く。）について

物理的劣化、社会的劣化について総合的に診断し、建築設備の適正な保全に資する技術者です。 

「建築設備診断技術者」の資格は、建築物の建築設備とその診断に関して体系的にカリキュラム

が組まれた本講習を受講し、講習の修了が認められ、公益社団法人ロングライフビル推進協会及び

一般財団法人 日本建築設備・昇降機センターに登録された者に与えられます。 

建築設備に関する業務を行う皆様におかれましては、本講習をぜひ受講していただきますよう、

御案内申し上げます。

講習概要
講習内容 時間 

建 築 設 備 診 断 技 術 者 の

役 割 等  

建 築 設 備 診 断 技 術 者 資 格 制 度 、 建 築 の 保 全 、 建 築 関 連 法

令 、 建 築 概 論 、 建 築 設 備 概 論 、 建 築 環 境 評 価  

4.0 

建 築 設 備 診 断 業 務 指 針  建 築 設 備 診 断 （ 総 則 、 予 備 調 査 、 診 断 計 画 、 診 断 、 診 断

契 約 の 締 結 、 診 断 報 告 ）  

2.5 

建 築 設 備 診 断 技 術  建 築 設 備 診 断 （ 電 気 設 備 の 診 断 、 空 気 調 和 ・ 換 気 設 備 の

診 断 、 給 排 水 ・ 衛 生 設 備 の 診 断 ）  

7.5 

特 別 診 断  建 築 設 備 の 省 エ ネ ル ギ ー 診 断 、 建 築 設 備 の 耐 震 診 断  3.5 

修 了 考 査  修 了 考 査 Ⅰ （ 択 一 式 問 題 ）、 修 了 考 査 Ⅱ （ 記 述 式 問 題 ）  2.5 

※ 講 習 内 容 及 び 講 習 時 間 は 予 定：１ 日 目 9:30～ 17:45、２ 日 目 9:00～ 18:00、３ 日 目 9:00～ 16:05

※本講習は、厚生労働省の人材開発支援助成金（旧キャリア形成促進助成金）制度の適用の見込みです。

※本講習は、「 建 築 士 会 継 続 能 力 開 発 制 度 （ CPD）」 の 認 定 単 位 と な り ま す 。

講習料：5１,８４０円（消費税込、テキスト代含む）

開催地・開催日程 
開 催 地  日  程  講 習 会 場  募 集 定 員  申 込 受 付（ 継 続 し

て 受 付 中 ）  

東  京  
平 成 29 年 7 月 5 日 （ 水 ）  

～ ７ 月 7 日 （ 金 ）  

連 合 会 館  

千 代 田 区 神 田 駿 河 台 3-2-11 
170 名  平 成 29 年  

6 月 26 日 （ 月 ）

ま で （ 消 印 有 効 ） 大  阪  
平 成 29 年 7 月 12 日 （ 水 ） 

～ ７ 月 14 日 （ 金 ）  

大 阪 YMCA 会 館  

大 阪 市 西 区 土 佐 堀 1-5-６  
8０ 名  

※ 申 込 受 付 を 継 続 し て 行 い ま す が 、 募 集 定 員 に 達 し 次 第 募 集 を 終 了 し ま す

協  賛 一般財団法人 建築保全センター 一般財団法人 日本建築センター 

一般財団法人 日本建築防災協会 一般財団法人 日本ビルヂング経営センター 
（ 予 定 ） 一般社団法人 公共建築協会 公益財団法人 マンション管理センター 

一般社団法人 日本建築学会 公益社団法人 空気調和・衛生工学会 

一般社団法人 電気設備学会 一般社団法人 日本ビルヂング協会連合会 

一般社団法人 日本設備設計事務所協会 一般社団法人 建築設備技術者協会 

一般社団法人 建築設備綜合協会 一般社団法人 日本建設業連合会 

一般社団法人 日本空調衛生工事業協会 一般社団法人 日本電設工業協会 

公益社団法人 全国ビルメンテナンス協会 公益社団法人 日本ファシリティマネジメント協会 

一般社団法人 東京都設備設計事務所協会

一般社団法人 日本建築設備診断機構 

公益社団法人 日 本不動産鑑定士協会連合会  

一般社団法人 マンション計画修繕施工協会 

平成 29 年度「建築設備診断技術者」講習案内 



Ⅰ ． 受 講 資 格  

建 築 設 備 の 診 断 実 績 (注 １ 参 照 )が ５ 件 以 上 あ り 、 か つ 、 下 表 の （ １ ） ～ （ ５ ） の い ず

れ か に 該 当 す る 者 。 な お 、 受 講 資 格 区 分 （ ５ ） の 場 合 は 、 提 出 書 類 な ら び に 講 習 修 了 の

条 件 が 異 な る た め 、 専 用 の 申 込 案 内 を 用 意 し て お り ま す の で 、 BELCA 事 務 局 宛 お 問 い

合 わ せ 下 さ い 。  

 

区  分  受 講 資 格  

(1) 

所 有 資

格 を 前

提 と す

る 者  

次 の 資 格 の い ず れ か 一 つ を 所 有 し て い る 者  

技 術 士 （ 機 械 、 電 気 電 子 、 衛 生 工 学 ）、 １ 級 施 工 管 理 技 士 （ 電 気 工 事 又

は 管 工 事 部 門 に 限 る ）、 １ 級 建 築 士 、 電 気 主 任 技 術 者 、 １ 級 計 装 士 、  

建 築 設 備 検 査 員、 建 築 設 備 検 査 資 格 者 、建 築 設 備 士、 建 築 物 環 境 衛 生 管

理 技 術 者 、 建 築・ 設 備 総 合 管 理 士、 建 築 ・設 備 総 合 管 理 技 術 者 、 空 気調

和 ・ 衛 生 工 学 会 設 備 士  

(2) 

学 歴 を

前 提 と

す る 者  

大 学 院 、 大 学 、 短 期 大 学 、 高 等 専 門 学 校 、 高 等 学 校 等 （ 注 ２ ） の 建築、

建 築 設 備 、 電 気、 電 子 、機 械 、 衛生 工 学 等 の 学 科 を 卒 業 （ 大学 院 に お い

て は 関 係 分 野 を 専 攻 し て 修 了 ） し た 者 で 、 次 の い ず れ か に 該 当 す る者。

① 建 築 設 備 の 設 計･施 工（ 注 ３ ）・ 維 持 管 理 の 実 務 経 験 年 数 及 び 診 断実

務 の 経 験 年 数 が 合 計 で ５ 年 以 上 で あ る こ と  

② 建 築 設 備 の 診 断 実 務 の 経 験 年 数 が ５ 年 以 上 で あ る こ と  

(3) 

実 務 経

験 を 前

提 と す

る 者  

次 の い ず れ か に 該 当 す る 者  

① 建 築 設 備 の 設 計 ・施 工・ 維 持 管 理 の 実 務 経 験 年 数 及 び 診 断 実 務 の経

 験 年 数 が 合 計 で ８ 年 以 上 で あ る こ と  

② 建 築 設 備 の 診 断 実 務 の 経 験 年 数 が ８ 年 以 上 で あ る こ と  

(4) そ の 他  認 定 委 員 会 が 上 記(1)， (2)， (3)と同 等 以 上 と 特 に 認 め た 者  

(5) 過 去 に 建 築 設 備 診 断 技 術 者 の 資 格 を 取 得 し 、 更 新 登 録 を せ ず 失 効 と な っ た 者  

注 １ ：「 診 断 の 実 績 」 と は 、 ３ 階 以 上 又 は 延 床 面 積 が 1,000 ㎡ 以 上 の 建 築 物 の 電

気 設 備 、 給 排 水 衛 生 設 備 、 空 調 ・ 換 気 設 備 等 の 全 部 又 は 一 部 に つ き 、 診 断

計 画 の 作 成 、 調 査 ・ 測 定 デ ー タ の 分 析 ・ 評 価 及 び 必 要 な 場 合 の 改 善 提 案 ま

で の 一 連 の 行 為 に 参 画 し た 場 合 を い う 。  

注 ２ ：「 等 」 は 、 職 業 能 力 開 発 総 合 大 学 校 、 職 業 能 力 開 発 大 学 校 、 職 業 能 力 開 発 短

期 大 学 校 、 職 業 能 力 開 発 校 、 職 業 能 力 開 発 促 進 セ ン タ ー 、 障 害 者 職 業 能 力

開 発 校 又 は 専 修 学 校 （ 専 門 課 程 を 置 く も の に 限 る ） と す る 。  

注 ３ ：「 建 築 設 備 の 施 工 実 務 」 と は 、 建 築 設 備 工 事 の 計 画 、 実 施 、 管 理 、 検 査 の 全  

部 若 し く は 一 部 に 係 わ る 実 務 又 は 工 事 管 理 を い う 。  
 

Ⅱ ． 受 講 申 込 提 出 書 類 ・ 提 出 方 法  
1．提出書類  

受 講 申 込 に 関 わ る 提 出 書 類 は 右 表 の 通 り で す 。 受 講 資 格 区 分 に よ り 、 ○ 印 の 書 類 の 提

出 が 必 要 で す（ 様 式 № １ ～ ４ は 当 協 会 様 式 ）。申 込 書 等 に 記 載 さ れ た 個 人 情 報 は 、本講習

実 施 に 関 す る 必 要 書 類 等 の 作 成 ・ 送 付 な ら び に 本 講 習 受 講 に 伴 う 連 絡 に 使 用 し ま す 。 個

人 情 報 は 、 個 人 情 報 保 護 法 に 基 づ き 、 適 切 に 管 理 い た し ま す 。  

２ ． 申 込 書 各 欄 記 入 要 領  

記 入 は 黒 の イ ン ク 又 は ボ ー ル ペ ン で 楷 書 書 き 、 数 字 は 算 用 数 字 を 使 用 下 さ い 。  

（ １ ）「 受 講 申 込 書 」（ 右 表 の ａ 欄 ． 様 式 № １ ）  

① 受 講 資 格 区 分 ：（ １ ） ～ （ ４ ） の い ず れ か を 必 ず ○ で 囲 ん で 下 さ い 。  

② 受 講 地 ： 受 講 を 希 望 す る 会 場 の い ず れ か を 必 ず ○ で 囲 ん で 下 さ い （ 一 つ の み ）。  

③ 連 絡 先：緊 急 事 態 に お け る 連 絡 等 の た め 、TEL,FAX,メ ー ル ア ド レ ス を 記 入 下 さ い。 

④ 業 務 実 施 都 道 府 県 ： 勤 務 先 所 在 地 に か か わ ら ず 、 あ な た が 業 務 を 実 施 す る 都 道 府 県  

に す べ て ○ 印 を 記 入 願 い ま す 。  

⑤ 学 歴 ： 受 講 資 格 区 分 （ ２ ） ま た は 区 分 （ ４ ） の 方 は 記 入 し て 下 さ い 。  



⑥ 受 講 資 格 特 別 認 定 申 請 欄 （ 下 表 の ｊ 欄 ． 様 式 № １ の 11 の 項 ）：  

受 講 資 格 区 分（ ４ ）で申 し 込 む 場 合 は 、受 講 申 込 書（ 様 式 № １ の 11 の 項 ）に 必 要  

事 項 を 必 ず 記 入 し て 下 さ い 。 保 有 資 格 証 明 書 の 写 し 、 ま た は 、 卒 業 証 明 書 と 修 得 し  

た 関 係 単 位 の 証 明 書 を 添 付 し て 下 さ い 。 な お 、 様 式 No.4 に は 実 務 経 験 を 必 ず 記 入  

し て 下 さ い （ 証 明 者 の 捺 印 が 必 要 で す 。）。  

⑦CPD：  

「 建 築 士 会 継 続 能 力 開 発 制 度 （CPD）」 に 参 加 登 録 し て い る 方 で 、CPD 認 定 単 位  

を 希 望 す る 方 は 、受 講 申 込 書（ 様 式 № １ ）下 段 の 右 に CPD 登 録 番 号 を 必 ず 記 入 し て 

下 さ い 。な お 、CPD に 参 加 登 録 を 希 望 の 方 は 、必 ず 、各 都 道 府 県 の 建 築 士 会 へ 、申 

請 手 続 き を し て 、CPD 登 録 番 号 を 取 得 し て 下 さ い 。  

（ ２ ） 整 理 票 （ 下 表 の ｂ 欄 ． 様 式 № ２ ）：  

顔 写 真（ 縦  5cm×横  4cm、撮 影 後 ６ ヶ 月 以 内 の も の 、１ 枚 ）を 貼 り 付 け て 下 さ い。 

（ ３ ）「 診 断 実 績 報 告 書 」（ 下 表 の ｃ 欄 ． 様 式 № ３ ）               

「 診 断 の 実 績 」と は 、３ 階 以 上 又 は 延 面 積 が 1,000 ㎡ 以 上 の 建 築 物 の 電 気 設 備 、給 排

水 衛 生 設 備 、 空 気 調 和 ・ 換 気 設 備 の 全 部 又 は 一 部 に つ き 、 診 断 計 画 の 作 成 、 調 査 ・ 測 定

デ ー タ の 分 析 ・ 評 価 及 び 必 要 な 場 合 の 改 善 提 案 も 含 む 報 告 書 作 成 ま で の 行 為 に 参 画 し た

も の を い い ま す 。  

（ ４ ）「 実 務 経 験 証 明 書 」（ 下 表 の ｄ 欄 ． 様 式 № ４ ）  

実 務 経 験 年 数 は 、 受 講 申 込 日 現 在 で 記 入 下 さ い 。 実 務 経 験 及 び 診 断 実 績 の 内 容 は 、 受

講 資 格 の 有 無 の 判 断 に 不 可 欠 な も の で す の で 、 出 来 る 限 り 具 体 的 に 記 入 下 さ い 。  

① 証 明 者 ：  

原 則 と し て 、 現 在 の 職 場 の 上 司 （ 部 長 職 又 は こ れ に 準 ず る 役 職 以 上 ） と し 、 申 請 者  

自 ら が 会 社 な ど の 代 表 者 の 場 合 は 、 業 界 団 体 、 取 引 相 手 又 は 同 業 者 と し ま す 。  

実 務 経 験 証 明 書 に あ る 「 申 込 者 と の 関 係 欄 」 に は 、 申 込 者 か ら み た 証 明 者 と の 関 係  

を 記 入 し て 下 さ い 。  

② 勤 務 先 名 称 ：  

建 築 設 備 設 計 ・ 施 工 ・ 維 持 管 理 の 実 務 、 ま た は 建 築 設 備 診 断 の 実 務 に 従 事 し た 「 勤  

務 先 の 名 称 」 を 時 系 列 順 に 記 入 し て 下 さ い 。  

③ そ の 他: 

所 属 部 署 ・ 役 職 の 変 更 が あ っ た 場 合 は 、 必 ず 欄 を 変 え て 記 入 し て 下 さ い 。  

 

提  出  書  類  
受  講  資  格  区  分  

(1) (2) (3) (4) 

ａ ． 受 講 申 込 書 （ 様 式 № １ ）  ○  ○  ○ ○  

ｂ ． 整 理 票 （ 様 式 № ２ ）  ○  ○  ○ ○  

ｃ ． 診 断 実 績 報 告 書 （ 様 式 № ３ ）  ○  ○  ○ ○  

ｄ ． 実 務 経 験 証 明 書 （ 様 式 № ４ ）  －  ○  ○ ○  

ｅ ． 住 民 票 （ ３ ヵ 月 以 内 に 発 行 し た も の １ 通 ）  ○  ○  ○ ○  

ｆ ． 振 替 払 込 請 求 書 兼 受 領 証 等 の 写 し （ Ⅲ .受 講 料 の 振 込 み を 参 照 ）  ○  ○  ○ ○  

ｇ ． は が き （ 通 常 は が き （ 送 付 先 住 所 ・ 氏 名 を 記 入 ） ） １ 枚   ○  ○  ○ ○  

ｈ ． 資 格 証 書 の 写 し  ○  －  － ○  

ｉ ． 卒 業 証 明 書 （ １ 通 ）  －  ○  － ○  

ｊ  特 別 認 定 申 請 書 及 び 単 位 取 得 証 明 書 （ 様 式 № 1 の 欄 11) －  －  － ○  

 

（ ５ ） 提 出 方 法 ：  

簡 易 書 留 等 の 送 付 記 録 の 分 か る 方 法 で 当 協 会 に 送 付 願 い ま す 。（ 締 切 日 消 印 ま で 有 効 で す 。）



（ ６ ） 注 意 事 項 : 

１ ） 不 正 又 は 虚 偽 記 載 の 禁 止 ：  

受 講 申 込 に 関 し て 、 不 正 又 は 虚 偽 の 記 載 が 認 め ら れ た 場 合 は 、 受 講 資 格 を 得 ら れ ま せ

ん 。 ま た 、 修 了 後 の 修 了 の 取 り 消 し や 登 録 後 の 登 録 を 抹 消 さ れ る こ と も あ り ま す 。  

２ ） 提 出 書 類 の 一 括 提 出 等 ：  

提 出 書 類 は 一 括 提 出 し て 下 さ い 。 ま た 、 提 出 書 類 に 不 備 （ 記 入 漏 れ 、 誤 記 な ど ） が あ

る と 受 理 出 来 ま せ ん 。  

３ ） 提 出 書 類 の 不 返 還 ：  

受 講 申 込 受 理 後 は 、 理 由 の 如 何 に 拘 わ ら ず 提 出 書 類 は 返 還 致 し ま せ ん 。  

Ⅲ ． 受 講 料 の 振 込 み  
1.受 講 料 ： ５１ ,８ ４ ０ 円 （ 消 費 税 込 、 テ キ ス ト を 含 む ）  

2.振 込 先 ： （振 り 込 み 手 数 料 は ご 負 担 下 さ い 。 ）  
銀 行 名 ： ゆ う ち ょ 銀 行 、 口 座 記 号 番 号 ： 00150-0-700044 
加 入 者 名 ： 公益 社 団 法 人 ロ ン グ ラ イ フ ビ ル 推 進 協 会  

（ 注 ） ゆ う ち ょ 銀 行 以 外 の 金 融 機 関 か ら 上 記 の 口 座 へ 振 込 さ れ る 場 合  

預 金 種 目 ： 当 座 、 店 名 ： 〇 一 九 （ ゼ ロ イ チ キ ュ ウ ） 店  

口 座 番 号：0700044、加 入 者 名：公 益 社 団 法 人 ロ ン グ ラ イ フ ビ ル 推 進 協会 

3.注 意 事 項 : 

受 講 料 は 、 次 の ア か ら エ の 場 合 を 除 い て は 、 返 還 い た し ま せ ん 。 ア か ら エ に 該 当 し 返

還 す る 場 合 は 、 所 定 の 事 務 手 続 き が 必 要 で あ り 、 ア 以 外 に つ い て は 返 還 に 係 る 事 務 手 数

料 を 受 講 申 込 者 に 負 担 し て 戴 き ま す 。  

ア ． 協 会 の 責 め に 帰 す べ き 事 由 に よ り 講 習 を 受 講 で き な か っ た 場 合  

イ ． 天 災 等 の 理 由 に よ り 講 習 を 受 講 で き な か っ た 場 合  

ウ ． 受 講 申 込 書 ま た は 添 付 書 類 に 不 備 が あ り 補 正 の 余 地 が な い 場 合  

エ ． 受 講 申 込 者 が 受 講 資 格 を 有 し な い と 認 め ら れ る 場 合  

Ⅳ ． 受 講 票 等 の 受 領  
 受 講 資 格 が 確 認 さ れ た 受 講 申 込 者 に は 、 平 成 ２ ９ 年 ６ 月 下 旬 に 、 申 込 時 に 送 付 さ れ た

ハ ガ キ を 受 講 票 と し て 送 付 致 し ま す 。 講 習 日 の 数 日 前 に な っ て も 受 講 票 が 届 か な い 場 合

は 、 お 手 数 で すが BELCA 事 務 局 に ご 連 絡 下 さ い 。 な お 、 講 習 テ キ ス ト は 、 講 習 会初日

に 受 付 に て 配 付 い た し ま す 。  

Ⅴ．受講等 

講 習 は 、 連 続 で ３ 日 間 （ 修 了 考 査 を 含 め 約 ２ ０ 時 間 ） で す 。 全 講 習 課 目 を 受 講 し な い

と 、修了 考 査 は 受 け ら れ ま せ ん 。また 、30 分 以 上 遅 刻・早 退 を し た 場 合 は 不 受 講 と な り 、

同 様 に 修 了 考 査 は 受 け ら れ ま せ ん 。  

Ⅵ ． 講 習 修 了 等 の 確 認  

講 習 の す べ て を 受 講 し 、 修 了 考 査 で 講 習 の 修 了 が 認 め ら れ た 方 に つ い て は 、 平 成 ２ 9

年 ９ 月 下 旬 に BELCA の 事 務 局 及 び ホ ー ム ペ ー ジ に 掲 示（ 受 講 番 号 の み ）す る と と もに、

受 講 者（ 現 住 所 ）に 直 接 通 知 し ま す 。（ な お 、受 講 申 込 の 時 か ら 現 住 所 が 変 更 と な った場

合 は 、 必 ず BELCA 事 務 局 宛 FAX 等 で 連 絡 を 下 さ い 。）  

全 て の 講 義 を 受 講 し た も の の 講 習 の 修 了 が 認 め ら れ な か っ た 方 に も 、 そ の 旨 の 通 知 を

行 い ま す 。（ 全 講 義 を 全 て 出 席 の 場 合 の み 、次 年 度 １ 回 に 限 り 、修 了 考 査 受 験 料 を 支払う

こ と に よ り 修 了 考 査 を 受 け る こ と が 出 来 ま す 。）  

１ ０ 月 に な っ て も 講 習 修 了 の 通 知 等 が 届 か な い 場 合 は 、 お 手 数 で すが BELCA 事務局

宛 お 問 い 合 わ せ 下 さ い 。  

 

受 講 申 込 ・ 問 合 せ 先  
公 益 社 団 法 人  ロ ン グ ラ イ フ ビ ル 推 進 協 会 （ BELCA）  資 格 推 進 部  

〒 １０５-００１３  東 京 都 港 区 浜 松 町 ２-１-１ ３ 芝 エ ク セ レ ン ト ビ ル ４ 階  

電  話  ： ０ ３-５ ４ ０ ８-９ ８ ３ ０  FAX： ０ ３ -５ ４ ０ ８ -９ ８ ４ ０  

 

※ 本 講 習 案 内 及 び 申 込 書 はBELCAの ホ ー ム ペ ー ジ か ら ダ ウ ン ロ ー ド で き ま す 。



「建築設備診断技術者」資格制度について 
 

 

「建築設備診断技術者」の資格は、講習の修了が認められた者が、下記のと

おり、登録を申請し、登録簿に登録することによって、公益社団法人ロングラ

イフビル推進協会及び一般財団法人 日本建築設備・昇降機センターから与えられ、

資格者には登録証が発行されます。 

資格者として登録された建築設備診断技術者は、診断業務の品質を確保する

ために診断業務の範囲、方法等を定めた「建築設備診断業務指針」を標準とし

て、建築設備診断を行うものとされています。 

こ の た め 、 資 格 取 得 講 習 で は 、「 診 断 業 務 指 針 」 を 軸 と し た 講 習 テ キ ス トを

使用し、講習を行います。 

 
     

 

     

 

 

 

   

 

 

 
 

 

 

 

 

１ ．  登 録 申 請  

講 習 を 修 了 さ れ た 方 は 、 登 録 の ご 案 内 を お 送 り い た し ま す の で 、 資 格 者 登 録 を 申

請 下 さ い 。  

登 録 料 は 10,800 円 （ 消 費 税 込 ） で す 。  

な お 、 次 の い ず れ か に 該 当 す る 修 了 者 は 、 登 録 を 受 け る こ と が で き ま せ ん 。  

・ 成 年 被 後 見 人 又 は 被 保 佐 人  

・ 禁 錮 以 上 の 刑 に 処 せ ら れ 、 そ の 刑 の 執 行 を 終 り 、 ま た は 刑 の 執 行 を 受

け る こ と が な く な っ た 日 か ら ２ 年 を 経 過 し て い な い 者  

・ 建 築 物 の 関 係 法 規 に 違 反 し 、 罰 金 の 刑 に 処 せ ら れ 、 そ の 刑 の 執 行 を 終

り ２ 年 を 経 過 し て い な い 者  

・ 破 産 者 で 復 権 を 得 て い な い 者  

２ ． 登 録 証 の 交 付 と 資 格 者 名 簿 の 公 表   

資 格 者 と し て 登 録 さ れ た 方 に は 、「 建 築 設 備 診 断 技 術 者 」の 資 格 者 登 録 証 を 交 付 し

ま す 。 登 録 さ れ た 方 の み が 、 資 格 者 を 名 乗 る こ と が で き ま す 。  

ま た 、資 格 者 の 登録番号・氏名・業務実施都道府県名等を登 載 し た「 登 録 者 名 簿 」を ホ

ー ム ペ ー ジ に 掲 示 し て 一般の閲覧に供し、診断業務を発注しようとする方々に情報提供しま

す。  

 

３ ． 登 録 の 有 効 期 限 及 び 更 新  

今 回 （ 平 成 29 年 度 ） の 登 録 の 有 効 期 限 は 平 成 ３ ５ 年 ３ 月 ３ １ 日 （ 有 効 期 間 約 ５

年 ） で す 。  

有 効 期 限 前 に 更 新 登 録 の 要 件 （ 更 新 講 習 受 講 又 は レ ポ ー ト 提 出 ） を 満 た す こ と に

よ り 、 更 新 登 録 で き ま す 。  

 

 

 

公 益 社 団 法 人  ロ ン グ ラ イ フ ビ ル 推 進 協 会 （ BELCA）  

一 般 財 団 法 人  日 本 建 築 設 備 ・ 昇 降 機 セ ン タ ー  

修

了

通

知

の

受

領 

登

録

申

請 

登

録

証

の

受

領 

更

新

登

録

申

請 

資 格 登 録 の 有 効 期 間 約 5 年 間  

登

録

証

の

受

領 

（ 資 格 者 と し て 診 断 ）  

有 効 期 間 5 年 間  

（ 資 格 者 と し て 診 断 ）  

建 築 設 備 診 断 技 術 者 の 資 格 登 録 の フ ロ ー  



 受講資格区分 （いずれかに〇） （１）・（２）・（３）・（４） ※受講番号 １７－ 

 受  講  地 （いずれかに〇） 東京 ・ 大阪 ※登録番号 １７－E－ 

私は、平成２９年度「建築設備診断技術者」講習を申し込みます。 

以下に記載した事項は、事実かつ正確であります。                  

  
公益社団法人 ロングライフビル推進協会    御中 
一般財団法人 日本建築設備・昇降機センター 御中 

 申込者（申込者本人が署名又は押印して下さい。） 

 

                           印    

  ﾌﾘｶﾞﾅ  ２．生年月日 大正・昭和・平成＜○印記入＞ 

 

    年     月     日 

性 別 

 １．氏名 男 ・ 女 

  ﾌﾘｶﾞﾅ  ４．本籍地 
 
 
      都・道 
         府・県 

 ３．現住所（〒   －     ）      （団地､マンションの場合は名称を必ず明記のこと） 

   TEL   －    －            FAX   －    －    

メールアドレス：             ＠            

  ﾌﾘｶﾞﾅ  ６．所属＜部・課名を記入して下さい＞ 

 ５．勤務先名称 

  ﾌﾘｶﾞﾅ   

７．勤務先所在地（〒   －     ） 

 

TEL    －    －                  FAX    －    － 

業務実施都道府県：（勤務先所在地にかかわらず、あなたが業務を実施する都道府県にすべて○印を記入して下さい。） 

 全 国   福島県   神奈川県  岐阜県  兵庫県  山口県   長崎県 

  北海道    茨城県    山梨県  静岡県  奈良県   徳島県   熊本県 

  青森県    栃木県    長野県  愛知県  和歌山県   香川県   大分県 

  岩手県    群馬県    新潟県  三重県  鳥取県   愛媛県   宮崎県 

  宮城県    埼玉県    富山県  滋賀県  島根県   高知県   鹿児島県

  秋田県    千葉県    石川県  京都府  岡山県   福岡県   沖縄県 

  山形県    東京都    福井県  大阪府  広島県   佐賀県    
 

 ８．勤務先業種 ＜勤務先の業種をひとつだけ○で囲んで下さい。＞ 
  1.行政 2.建物所有 ３.建築設計 ４.設備設計 5.建設 ６.設備施工 ７.維持管理 ８.診断 ９.製造 10.塗装 １１.防水工事 

12.左官・タイル 13.ハウスメーカー 14.その他 

 ９．保有資格（受講資格区分 (1)で受講される方のみ記入して下さい。） 

   保有している資格をひとつだけ○で囲んで下さい。 

   ①技術士（機械，電気電子，衛生工学）  ②１級施工管理技士（電気工事または管工事部門に限る）  ③１級建築士 

 ④電気主任技術者   ⑤１級計装士   ⑥a 建築設備検査員  ⑥b 建築設備検査資格者   ⑦建築設備士   

⑧建築物環境衛生管理技術者  ⑨a 建築・設備総合管理士  ⑨b 建築・設備総合管理技術者 ⑩空気調和・衛生工学会設備士 

１０．学歴（受講資格区分(2)または(4)に該当する学歴を記入して下さい。（最終学歴に限りません。） 

 
 
 

１１．受講資格特別認定申請書（受講資格区分（４）を希望する方のみ記入して下さい。） 

   私は、受講資格区分(1)から(3)に該当しませんが、以下の理由により、特別認定を申請します。 
（以下の該当する番号に○印を記入して下さい。） 

１．区分（１）と同等以上の資格を所有している。（以下に上記9以外の資格を記入し、その資格証のコピーを添付して下さい。）

資格名称                   
２．区分（２）と同等以上の学歴を所有している。（上記１０に学歴を記入して下さい。また、卒業証明書、単位取得証明書を 

添付して下さい。） 
３．区分（３）と同等以上の実務経験を有している。（様式No.4に記入して下さい。証明者の捺印が必要です。）

 
「建築士会継続能力開発（ＣＰＤ）制度」に参加登録している方で、ＣＰＤ認定

単位を希望する方は、右欄にＣＰＤ登録番号を必ずご記入下さい。   
→

 

 

「建築設備診断技術者」受講申込書 様式No.1 

大学・学校名 学部・科名 卒 業 
  

 昭和・平成       年   月卒

平成２９年   月   日 



 様式№２     ※印は記入不要です 

 

受講地（希望会場）は○印で示して下さい。 

氏名、生年月日、連絡先を記入して下さい。 

 

平 成 ２９ 年 度 

建 築 設 備 診 断 技 術 者 講 習 

整  理  票  
 

受 講 地 東 京 ・ 大 阪  

受講番号  ※１７－  

氏 名  

生年月日 
大正・昭和・平成 ＜○印記入＞ 

   年   月   日  

連 絡 先 
(TEL) 

自 宅・勤務先  

－     －  

                                     

 

＜ 写真貼付 ＞ 

たて ５．０cm 

よこ ４．０cm 

①脱帽・正面上半身 

②撮影後６ヵ月以内 

③裏面に氏名記入 

④カラー、白黒 

 どちらも可 

⑤全面のりづけ 

平成  年 
  月   日撮影 

 
 

（ 科 目 別 出 欠 チ ェ ッ ク ） 

１  ２  ３  ４  

５  ６  ７  ８  

9 １0 １1 １2 
 

様式No.２  



 

診断実績報告書 （代表的なものを必ず５件記入して下さい） 

氏 名

所在地は都道府県から記入して下さい。 

3 階以上又は延床
面積が 1,000 ㎡以
上の建築物に限り
ます。 

従事した業務内容につ
いて表－1より各項目の
内容に当てはまる数字
を一つだけ記入下さい。 

診断を実施した時期及
び診断計画作成から報
告書作成までの期間を
記入下さい。 

建物名称・所在地 規 模 ａ ｂ ｃ ｄ 実施時期 

名 称 地上        階

地下        階

延床面積   ㎡

   
 

診断年月（昭和・平成）

年   月  

実施期間      日間
所在地 

名 称 地上        階

地下        階

延床面積   ㎡

   
 

診断年月（昭和・平成）

年   月  

実施期間      日間
所在地 

名 称 地上        階

地下        階

延床面積   ㎡

    

診断年月（昭和・平成）

年   月  

実施期間      日間
所在地 

名 称 地上        階

地下        階

延床面積   ㎡

      

診断年月（昭和・平成）

年   月  

実施期間      日間
所在地 

名 称 地上        階

地下        階

延床面積   ㎡

       

診断年月（昭和・平成）

年   月  

実施期間      日間
所在地 

表－１ 診断内容 

 
実務経験証明書（受講資格区分（2）,（3）,（4）の方のみ記入下さい。） 

  
公益社団法人 ロングライフビル推進協会   御中 
一般財団法人 日本建築設備・昇降機センター 御中 
 
 証明者氏名                 印 
  申込者が下記に記載した実務経験証明書の内容に 
 相違ないことを証明します。 勤務先名・役職                           

 
 勤務先所在地                  

                
                       平成２９年  月   日 申込者との関係                 

勤務先名称 
所属部署は、変更毎に記入下さい 実 務 経 験 

従事した業務内容
について該当する
数字に○をして下
さい。 

所属部署 役 職 年月～年月 期 間 実務内容 
  ・ ・～

 ・  ・ 
 年 ヶ月 

1.診断 2.設計 
3.施工 4.維持管理

  ・ ・～
 ・  ・ 

 年 ヶ月 
1.診断 2.設計 
3.施工 4.維持管理

  ・ ・～
 ・  ・ 

 年 ヶ月 
1.診断 2.設計 
3.施工 4.維持管理

  ・ ・～
 ・   ・ 

 年 ヶ月 
1.診断 2.設計 
3.施工 4.維持管理

      
                実 務 経 験 合 計      年    ヶ月 

 

区分 項 目 内   容

ａ 診断目的 １．診断全般 ２．物理的劣化診断 ３．機能診断 ４．省エネルギー診断 ５．耐震診断

ｂ 診断対象 １．設備全般 ２．電気設備 ３．空調設備 ４．給排水衛生設備 ５．防災設備 ６．その他設備

ｃ 診断方法 １．五感による診断＋破壊・分解・計測・計算による診断  ２．五感による診断（目視）
３．破壊・分解による診断   ４．計測による診断    ５．計算による診断  

ｄ 担当（役割） １．診断計画から評価・報告書作成 ２．診断計画 ３．現地調査 ４．解析 ５．診断・評価

 

様式 No.３ 

様式 No.４ 
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